
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年度 



 

は じ め に 

 

本調査は、昭和３９年から毎年都道府県中央会において一斉に実施しており、日本

経済の幅広い分野を担う中小企業の労働事情の実態を把握し、国等の労働政策や中央

会の労働支援方針策定に資することを目的としております。 

従業員の規模、業種による分析を通じて中小企業の多様な実態や規模による格差問

題等を明らかにするほか、全国の小規模企業の現状を知る数少ない資料としての特色

を持っております。 

６２回目となる本年度は、「従業員構成」「経営状況」「原材料費高騰に対する価格転

嫁」「従業員の労働時間・有給休暇取得数」「新規学卒者の採用・中途採用状況」「人材

の確保、育成、定着」「賃金改定状況」「労働組合の有無」の調査項目に従い、調査を

実施しました。 

この報告書が、本県中小企業における労働事情の実態把握と今後の対応に多少なり

ともお役に立てれば幸いです。 

本調査の実施にあたりまして、ご協力いただきました関係組合並びに調査対象事業

所の皆様に対しまして、厚く御礼申し上げますとともに、今後ますますのご発展を祈

念いたします。 

 

 

令和７年１月 

宮城県中小企業団体中央会 

会 長 佐藤 勘三郎 
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Ⅰ．調査の要領 

１．調査の目的 

本調査は、中小企業における労働事情を的確に把握し、適正な中小企業労働対策の樹立並び

に時宜を得た中央会の雇用・労働対策事業の推進に資することを目的とする。 

２．調査実施方法 郵送調査・郵送回収 

３．調査時点 令和６年７月１日 

４．調査内容（調査票の様式） 

「令和６年度中小企業労働事情実態調査票」参照（Ｐ２４） 

５．利用上の留意点 

（１）調査対象は毎年任意抽出しており、回答事業所の同一性が確保されていないため、時系列

比較をする場合には注意を要する。 

（２）集計事業所数及び集計労働者数が少ないものについては、利用にあたって注意を要する。 

（３）百分率の計算時に小数点以下第二位で四捨五入しているので、合計が 100％にならないも

のがある。また、複数回答となっている調査項目は、百分率の合計が 100にならない。 

Ⅱ．回答事業所の概要 

任意抽出した宮城県内の従業員300人以下の中小企業1,000事業所(製造業から467事業所、

非製造業から 533事業所)を対象として調査した結果、325事業所から有効回答を得た（回答率

32.5％。うち、従業員 29人以下の事業所からの回答が全体の 72.4％を占めた。）業種、規模別

事業所数の詳細は次のとおりである。 

 1 2 3 4
１～9人 10～29人 30～99人 100～300人

事業所数 17066 5808 5962 4113 1183
（％） 100 34.0 34.9 24.1 6.9

325 124 111 72 18
100 38.2 34.2 22.2 5.5
127 44 49 27 7
100 34.6 38.6 21.3 5.5

40 18 11 7 4
100 45.0 27.5 17.5 10.0

6 5 1
100 83.3 16.7

10 5 3 1 1
100 50.0 30.0 10.0 10.0

17 3 7 6 1
100 17.6 41.2 35.3 5.9

24 8 13 3
100 33.3 54.2 12.5

4 1 1 2
100 25.0 25.0 50.0

13 5 4 4
100 38.5 30.8 30.8

10 2 4 3 1
100 20.0 40.0 30.0 10.0

3 2 1
100 66.7 33.3
198 80 62 45 11
100 40.4 31.3 22.7 5.6

1 1
100 100.0

14 3 2 6 3
100 21.4 14.3 42.9 21.4

71 23 29 17 2
100 32.4 40.8 23.9 2.8

29 7 12 10
100 24.1 41.4 34.5

51 32 12 5 2
100 62.7 23.5 9.8 3.9
32 15 7 7 3

100 46.9 21.9 21.9 9.4

区　　分 計

全　国

宮城県

製造業計

食料品

繊維工業

木材・木製品

印刷・同関連

窯業・土石

化学工業

金属・同製品

機械器具

卸売業

小売業

サービス業

その他製造業

非製造業計

情報通信業

運輸業

建設業

1



1．従業員に関する事項
（１）常用労働者の男女比（業種別・図１）

常用労働者数の70.6％が男性

1 2 3 4

（２）従業員の雇用形態構成比率（推移・図２）

正社員が増加

Ⅲ．調査結果の概要

　回答事業所の従業員数は9,171人で、うち男性が6,478人（70.6％）、女性が2,693人
（29.4％）であり、男性労働者は女性労働者のおよそ2.4倍であった。業種別では、繊維工
業、食料品以外の業種において男性の割合が多い。

　従業員の雇用形態は「正社員」が77.1％であった。「パートタイマー」と「嘱託・契約」
はそれぞれ11.1％、8.1％であった。「派遣・その他」は3.7％となり、昨年度と比較する
と、「正社員」は0.9ポイントの微増、「パートタイマー」は3.7ポイント減少、「嘱託・契
約」は1.9ポイント増加した。

令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

正社員 74.0% 76.0% 76.1% 76.2% 77.1%

パートタイマー 14.6% 15.2% 15.2% 14.8% 11.1%

嘱託・契約 6.3% 6.0% 6.3% 6.2% 8.1%

派遣・その他 5.1% 2.8% 2.5% 2.7% 3.7%

74.0% 76.0% 76.1% 76.2% 77.1%

14.6%
15.2% 15.2% 14.8% 11.1%

6.3% 6.0% 6.3% 6.2% 8.1%
5.1% 2.8% 2.5% 2.7% 3.7%0%

10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%

100% 図２ 従業員の雇用形態構成比率の推移

63.1%

61.0%

67.8%

83.7%

91.5%

82.7%

80.7%

76.2%

85.2%

66.5%

90.7%

13.5%

43.3%

70.6%

36.9%

39.0%

32.2%

16.3%

8.5%

17.3%

19.3%

23.8%

14.8%

33.5%

9.3%

86.5%

56.7%

29.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

サービス業

小売業

卸売業

建設業

運輸業

機械器具

金属・同製品

化学工業

窯業・土石

印刷・同関連

木材・木製品

繊維工業

食料品

宮城県 計

図１ 常用労働者の男女比（業種別）

男性（宮城県計6,478人） 女性（宮城県計2,693人）

製
造
業

非
製
造
業

2



２．経営に関する事項

（１）１年前と比較した経営状況（規模別・図３）

「変わらない」が最多で５割弱

228

94

85

83 76

109

27

（２）経営状況（推移・図４）

経営状況が「良い」が減少

77 92 151 116 23

9 12 20 16 5

　宮城県の経営状況は、１年前と比較して「変わらない」と回答したのが46.7％と最も高
く、次いで「悪化した」39.9％、「良い」13.4％の順となっている。従業員の規模別で見る
と、大規模な事業所ほど「良い」と回答した比率が高い。

　今年は経営状況が「変わらない」と回答した事業所が昨年に引き続き最多となった。「良
い」と回答した事業所は昨年まで３年連続で増加していたが、本年度は減少し13.4％となっ
た。39.9％の事業所が「悪い」と回答しており、「良い」と回答した事業所の割合を大きく
上回っている。

33.3%

22.2%

11.9%

6.6%

13.4%

17.7%

55.6%

44.4%

46.8%

46.7%

46.7%

50.1%

11.1%

33.3%

41.3%

46.7%

39.9%

32.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100～300人

30～99人

10～29人

1～9人

宮城県 計

全 国 計

図３ １年前と比較した経営状況（規模別）

良い 変わらない 悪い

令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

良い 5.0% 13.3% 14.0% 17.1% 13.4%

変わらない 32.2% 46.5% 42.7% 44.0% 46.7%

悪い 62.7% 40.3% 43.3% 38.9% 39.9%

5.0%

13.3%
14.0% 17.1%

13.4%

32.2%

46.5%
42.7% 44.0% 46.7%

62.7%

40.3%
43.3%

38.9%

39.9%

0%

15%

30%

45%

60%

図４ 経営状況（推移）
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（３）主要事業の今後の方針（規模別・図５）

主要事業は現状維持が最多

（４）主要事業の今後の方針（業種別・図６）

「化学工業」以外で現状維持が最多

1 2 3 4

　宮城県全体では「現状維持」67.6％、「強化拡大」25.1％と続いている。
　規模別での集計では、「縮小」及び「廃止」の回答は事業所規模が小さいほど多くなる傾
向があった。全国と宮城県を比較すると、「強化拡大」が7.3％の差となっており、宮城県内
において主要事業規模を「強化拡大」する割合が少ない傾向にある。

　業種別においては、化学工業を除く業種で「現状維持」が最多となった。また、「強化拡
大」と回答した事業所が多いのは「化学工業」の75.0％、「運輸業」の42.9％、「機械器
具」の40.0％の順となっている。反対に事業の「縮小」及び「廃止」の合計が多いのは「木
材・木製品」33.3％、「印刷・同関連」23.5％、「小売業」の14.0％となった。

23.3%

18.0%

24.1%

23.2%

42.9%

40.0%

30.8%

75.0%

8.7%

29.4%

11.1%

20.0%

34.2%

25.1%

73.3%

68.0%

65.5%

73.9%

57.1%

60.0%

69.2%

25.0%

82.6%

47.1%

55.6%

80.0%

63.2%

67.6%

14.0%

6.9%

2.9%

8.7%

17.6%

22.2%

2.6%

6.0%

3.3%

5.9%

11.1%

1.0%

3.4%

0.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

サービス業

小売業

卸売業

建設業

運輸業

機械器具

金属・同製品

化学工業

窯業・土石

印刷・同関連

木材・木製品

繊維工業

食料品

宮城県 計

図６ 主要事業の今後の方針（業種別）

強化拡大 現状維持 縮小 廃止 その他

41.2%

32.9%

25.9%

17.5%

25.1%

32.4%

58.8%

62.9%

68.5%

70.8%

67.6%

62.0%

2.9%

5.6%

9.2%

6.0%

4.5%

2.5%

1.0%

0.7%

1.4%

0.3%

0.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100～300人

30～99人

10～29人

1～9人

宮城県 計

全国 計

図５ 主要事業の今後の方針（規模別）
強化拡大 現状維持 縮小 廃止 その他

製
造
業

非
製
造
業
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（５）経営上の障害（業種別・図７）

「光熱費・原材料・仕入品の高騰」、「人材不足(質)」が障害　

1 2 3 4

　宮城県の各事業所における経営上の障害について製造業と非製造業とに区分し集計した。
　経営上の障害として製造業では「光熱費・原材料・仕入品の高騰」が65.1％と最も高く、
次いで「販売不振・受注の減少」50.8％、「人材不足(質)」40.5％の順であった。
非製造業では「人材不足(質)」が47.4％と最も高く、「光熱費・原材料・仕入品の高騰」が
45.9％、「販売不振・受注の減少」が44.9％となった。

1.5%

9.7%

7.7%

2.0%

45.9%

29.1%

5.1%

44.9%

26.0%

1.0%

47.4%

39.3%

4.0%

8.7%

9.5%

5.6%

65.1%

18.3%

11.1%

50.8%

25.4%

1.6%

40.5%

23.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

環境規制の強化

金融・資金繰り難

納期・単価等の取引条件

の厳しさ

製品価格（販売価格）の下

落

光熱費・原材料・仕入品

の高騰

同業他社との競争激化

製品開発力・販売力の不足

販売不振・受注の減少

人件費の増大

労働力の過剰

人材不足（質）

労働力不足（量）

図７ 経営上の障害

（業種別・複数回答） 製造業 非製造業
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（６）経営上の強み（業種別・図８）

1 2 3 4

　宮城県の各事業所における経営上の強みについて製造業と非製造業とに区分し集計した。
　製造業の上位項目は、「製品の品質・精度の高さ」44.7％、「製品・サービスの独自性」
37.4％、「顧客への納品・サービスの速さ」36.6％の順であった。
　非製造業は「顧客への納品・サービスの速さ」30.1％、次いで「組織の機動力・柔軟
性」、「技術力・製品開発力」が同じく28.5％であった。

　製造業では「製品の品質・精度の高さ」、非製造業では「顧客への納品・サービスの速さ」の比率が
最も高い

28.5%

25.4%

22.3%

21.8%

17.6%

30.1%

20.2%

9.3%

10.9%

7.3%

28.5%

26.4%

19.5%

22.8%

10.6%

6.5%

14.6%

36.6%

44.7%

7.3%

4.9%

20.3%

27.6%

37.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

組織の機動力・柔軟性

商品・サービスの質の高さ

優秀な仕入先・外注先

財務体質の強さ・資金調達力

企業・製品のブランド力

顧客への納品・サービスの速さ

製品の品質・精度の高さ

製品・サービスの企画力・提案力

営業力・マーケティング力

生産技術・生産管理能力

技術力・製品開発力

製品・サービスの独自性

図８ 経営上の強み（業種別・複数回答）

製造業 非製造業
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３.原材料費、人件費(賃金等)アップ等に対する販売価格への転嫁状況

（１）転嫁状況（業種別・図９）

 約半数が「価格の引上げに成功した」と回答
　宮城県内の事業所において、「価格の引上げ(転嫁)に成功した」と回答した事業所は
49.5%で、業種別では、機械器具の事業所において77.8%と最も高かった。
「転嫁できなかった」「価格を引下げた（またはその予定）」との回答は、木材・木製品
の事業所でそれぞれ50.0%、10.0％と最も高かった。

62.5%

57.1%

55.2%

32.9%

57.1%

77.8%

61.5%

41.7%

64.7%

33.3%

62.5%

49.5%

49.9%

6.3%

4.1%

17.2%

32.9%

21.4%

11.1%

15.4%

50.0%

16.7%

11.8%

16.7%

2.5%

15.6%

17.4%

6.3%

2.0%

6.9%

5.7%

7.1%

11.1%

15.4%

12.5%

5.9%

10.0%

6.5%

8.1%

10.0%

0.3%

0.5%

15.6%

10.2%

13.8%

8.6%

7.1%

8.3%

11.8%

20.0%

17.5%

10.6%

8.7%

6.1%

3.4%

11.4%

7.7%

8.3%

50.0%

33.3%

2.5%

7.2%

5.0%

9.4%

14.3%

7.1%

7.1%

50.0%

12.5%

5.9%

20.0%

16.7%

2.5%

8.4%

8.8%

6.1%

3.4%

1.4%

2.5%

1.9%

1.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

サービス業

小売業

卸売業

建設業

運輸業

機械器具

金属・同製品

化学工業

窯業・土石

印刷・同関連

木材・木製品

繊維工業

食料品

宮城県 計

全国 計

図９ 原材料費、人件費等の増加による販売価格への転

嫁状況(業種別)

価格の引上げ(転嫁)に成功した 価格引上げの交渉中

これから価格引上げの交渉を行う 価格を引下げた(またはその予定)

転嫁していない(価格変動の影響はない) 転嫁できず

対応未定 その他
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（２）販売価格への転嫁の内容（業種別・図１０）
 価格転嫁の内容は、「原材料分の転嫁」が最多

(3)価格転嫁の割合（業種別・図１１）
価格転嫁「10%未満」と回答した事業所は繊維工業、小売業が最も多い
どの程度価格転嫁できたかを業種別にみると、「10%未満」と回答した事業所の割合は繊
維工業及び小売業が最も多く50.0％、次いで食料品が44.0％であった。

価格転嫁の内容は、繊維工業以外の業種で「原材料分の転嫁を行った(行う予定)」が最
多であった。

1.6%

43.5%

28.6%

27.3%

21.3%

33.3%

30.0%

28.6%

28.6%

32.1%

26.8%

26.4%

34.8%

17.9%

18.2%

42.6%

60.0%

44.4%

40.0%

7.1%

28.6%

100.0%

35.7%

33.3%

40.3%

52.2%

85.7%

77.3%

76.6%

60.0%

100.0%

90.0%

100.0%

85.7%

78.6%

75.0%

75.6%

74.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

サービス業

小売業

卸売業

建設業

運輸業

機械器具

金属・同製品

化学工業

窯業・土石

印刷・同関連

繊維工業

食料品

宮城県 計

全国 計

図１０ 販売価格への転嫁の内容(業種別、複数回答)

原材料分の転嫁を行った(行う予定) 人件費引上げ分の転嫁を行った(行う予定) 利益確保分の転嫁を行った(行う予定) その他

26.3%

50.0%

43.8%

39.1%

12.5%

16.7%

25.0%

10.0%

36.4%

50.0%

44.0%

35.7%

38.3%

52.6%

42.9%

25.0%

43.5%

62.5%

83.3%

62.5%

60.0%

45.5%

50.0%

36.0%

46.5%

39.8%

5.3%

4.3%

25.0%

10.0%

9.1%

4.0%

4.5%

5.0%

3.6%

12.5%

13.0%

12.5%

10.0%

12.0%
7.0%

6.0%

10.5%

3.6%

12.5%

9.1%

4.0%

4.5%

8.9%

5.3%

6.3%

10.0%

1.9%

2.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

サービス業

小売業

卸売業

建設業

運輸業

機械器具

金属・同製品

窯業・土石

印刷・同関連

繊維工業

食料品

宮城県 計

全国 計

図１１ １年前と比べてどの程度価格転嫁できたか（業種

別）

10%未満 10～30%未満 30～50%未満 50～70%未満 70～100%未満 100%以上
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４．労働時間に関する事項

（１）週所定労働時間（規模別・図１２）　

「４０時間」の割合が最も高い

（２）週所定労働時間（推移・図１３）

「４０時間」の事業所の割合が増加

　宮城県内の事業所における週の所定労働時間は「40時間」とする事業所が最も多く51.3％となり、
次いで「38～39時間」が23.2％となった。これらに週所定労働時間が「38時間以下」と回答した事業
所の17.5％を加えると、92.0％の事業所が週の所定労働時間が40時間以下となる。規模別において
は、「38時間以下」と回答した事業所は「1～9人」規模の事業所で最多となっている。一方、「100～
300人」規模の事業所では40時間と回答した割合が75％を超えた。

　宮城県内の事業所における週の所定労働時間の推移は、「40時間」と回答した事業所が本年
度は4.4ポイントと大幅に増加した。それ以外はすべて減少しており、「38時間未満」と回答し
た事業所は0.5ポイント減少、「38～39時間」と回答した事業所は1.0ポイント減少、「40時間
超～44時間」の事業所の割合は昨年から2.2ポイント減少している。

11.1%

18.6%

13.8%

21.4%

17.5%

17.5%

5.6%

24.3%

31.2%

17.9%

23.2%

26.1%

77.8%

54.3%

49.5%

47.0%

51.3%

46.8%

5.6%

2.9%

5.5%

12.8%

7.6%

8.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100～300人

30～99人

10～29人

1～9人

宮城県 計

全国 計

図１２ 週所定労働時間（規模別）
38時間以下 38～39時間 40時間 40時間超～44時間

令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

38時間未満 15.8% 14.6% 17.1% 18.0% 17.5%

38～39時間 27.3% 27.4% 25.5% 24.2% 23.2%

40時間 48.8% 47.6% 49.0% 46.9% 51.3%

40時間超～44時間 8.1% 10.4% 8.4% 9.8% 7.6%

15.8% 14.6%
17.1% 18.0%

17.5%

27.3% 27.4%
25.5% 24.2%

23.2%

48.8% 47.6% 49.0%
46.9%

51.3%

8.1% 10.4% 8.4% 9.8% 7.6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

図１３ 週の所定労働時間（推移）
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（３）従業員1人当たりの月平均残業時間（規模別・図１４）

「３０時間以上」の割合は「100～300人」が最も高い

（４）従業員１人当たりの月平均残業時間　（業種別・図１５）

運輸業の残業時間が最も多い

1 2 3 4

　「運輸業」における平均残業時間は「50時間以上」の割合が8.3％、「30～50時間未満」の
割合も33.3％と高水準にある。運輸業を除く業種においては、平均残業時間10時間未満と回
答した業種が多かった。

　宮城県内の事業所における残業時間は「10時間未満」と回答した事業所が最も多く37.6%で
あった。「50時間以上」と回答した事業所の割合は「100～300人」が最も高く5.9％であっ
た。

15.6%

46.0%

30.8%

8.7%

30.8%

12.5%

11.8%

30.0%

33.3%

31.6%

22.0%

40.6%

28.0%

46.2%

42.0%

16.7%

44.4%

30.8%

75.0%

41.7%

29.4%

40.0%

50.0%

34.2%

37.6%

25.0%

14.0%

11.5%

21.7%

16.7%

33.3%

23.1%

25.0%

23.5%

10.0%

16.7%

13.2%

18.5%

18.8%

8.0%

11.5%

21.7%

25.0%

22.2%

15.4%

25.0%

16.7%

23.5%

10.0%

13.2%

16.2%

4.0%

5.8%

33.3%

11.8%

10.0%

7.9%

5.1%

8.3%

4.2%

0.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

サービス業

小売業

卸売業

建設業

運輸業

機械器具

金属・同製品

化学工業

窯業・土石

印刷・同関連

木材・木製品

繊維工業

食料品

宮城県 計

図１５ 従業員１人当たりの月平均残業時間（業種別）

0時間 10時間未満 10～20時間未満 20～30時間未満 30～50時間未満 50時間以上

5.6%

14.8%

41.5%

22.0%

24.9%

17.6%

43.7%

44.4%

30.5%

37.6%

30.9%

29.4%

26.8%

16.7%

13.6%

18.5%

23.5%

35.3%

19.7%

17.6%

10.2%

16.2%

12.4%

11.8%

4.2%

5.6%

4.2%

5.1%

7.2%

5.9%

0.9%

0.6%

1.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100～300人

30～99人

10～29人

1～9人

宮城県 計

全国 計

図１４ 従業員１人当たりの月平均残業時間（規模別）
0時間 10時間未満 10～20時間未満 20～30時間未満 30～50時間未満 50時間以上

製
造
業

非
製
造
業
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５．年次有給休暇に関する事項

（１）従業員１人当たりの年次有給休暇の平均付与日数（規模別・図１６）

全国、宮城県ともに15日以上付与の割合は70％を超える

（２）従業員１人当たりの年次有給休暇の平均取得日数（規模別・図１７）

宮城県では43.3％の事業所が「10日未満」

　全国及び宮城県ともに15日以上付与した割合の合計は70％を超えている。また、宮城県で
は、「15～19日」が50.2％と最も高く、次いで「10～14日」18.1％、「20～24日」17.7％、
「9日以下」8.9％の順となっている。

　働き方改革関連法の施行により、2019年(令和元年)から10日以上の有給休暇が付与される
労働者に対し、年5日の有給休暇を取得させることが使用者に義務づけられているが、宮城県
合計で、年次有給休暇の平均取得日数が「5日未満」と回答する事業所は5.1％となってい
る。
　従業員規模でみると、「5日未満」と回答する事業者で最も高いのは「1～9人」の8.2％で
あり、「100～300人」では0％であった。

1.4%

6.4%

18.6%

8.9%

7.6%

11.8%

8.6%

15.6%

28.9%

18.1%

18.7%

82.4%

74.3%

54.1%

22.7%

50.2%

50.6%

5.9%

11.4%

16.5%

25.8%

17.7%

19.5%

4.3%

7.3%

4.1%

5.1%

3.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100～300人

30～99人

10～29人

1～9人

宮城県 計

全国 計

図１６ 従業員１人当たりの年次有給休暇の平均付与日数（規模別）

9日以下 10～14日 15～19日 20～24日 25日以上

1.4%

5.5%

8.2%

5.1%

4.6%

41.2%

32.9%

35.8%

44.3%

38.2%

39.1%

29.4%

52.9%

42.2%

35.1%

41.6%

41.6%

23.5%

11.4%

14.7%

9.3%

12.6%

11.9%

5.9%

1.4%

1.8%

3.1%

2.4%

2.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100～300人

30～99人

10～29人

1～9人

宮城県 計

全国 計

図１７ 従業員１人当たりの年次有給休暇の平均取得日数（規模別）

5日未満 5～9日 10～14日 15～19日 20日以上
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（１）令和６年３月期の採用状況（規模別・図１８）

規模に比例して採用した割合が増加

（２）令和６年３月新規学卒者の採用充足状況（規模別・図１９）

宮城県の採用充足状況が「大学卒」において全国値を上回る

1

６．新規学卒者の採用に関する事項

　全国及び宮城県ともに令和６年３月期の新卒採用について「採用計画を行わなかった」の回
答が70％を超えている。規模別では、規模が大きくなるほど採用計画を行わなかったと回答す
る事業所は減り、実際に採用した割合も増加した。

　宮城県の採用充足状況は、大学卒において全国を上回った。
　宮城県で令和６年３月に採用又は採用計画が「あった」事業所のうち、充足率は「短大卒
（含高専）」9.5％が最も低く、「高校卒」33.3％、「専門学校卒」38.5％、「大学卒」が最
も高い50.0％であった。

22.2%

50.0%

75.5%

95.0%

74.3%

71.7%

16.7%

15.7%

14.5%

3.3%

10.7%

13.2%

61.1%

34.3%

10.0%

1.7%

15.0%

15.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

100～300人

30～99人

10～29人

1～9人

宮城県 計

全国 計

図１８ 令和６年３月期の採用状況

採用計画をし、採用した 採用計画をしたが、採用せず 採用計画を行わなかった

57.1%

31.0%

15.0%

50.0%

33.3%

33.7%

53.3%

12.5%

30.8%

66.7%

38.5%

41.5%

20.0%

14.3%

9.5%

24.1%

50.0%

57.1%

27.3%

50.0%

45.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100～300人

30～99人

10～29人

1～9人

宮城県 計

全国 計

図１９ 令和６年３月新規学卒者の採用充足状況（規模別）

大学卒 短大卒（含高専） 専門学校卒 高校卒
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（１）中途採用状況（規模別・図２０）

規模に比例して採用した割合が増加

７．中途採用に関する事項

　令和５年度に中途採用の募集を行い令和６年７月１日までに採用した中途採用者は、全国及
び宮城県ともに「採用募集をしたが、採用せず」「採用募集を行わなかった」の回答が約５割
を占める。規模別では、規模が大きくなるほど採用した割合が高くなっている。

（２）中途採用者の年齢層（規模別・図２１）

規模別に採用割合の高い年齢層にばらつき

規模別で最多となった年齢層は、１～９人規模では「35～44歳」、10～29人規模では「25～34
歳」、30～99人規模では「35～44歳」、100～300人規模では「45～55歳」となり、ばらつきが
見られた。60歳以上の採用割合は100～300人規模で最も高く、14.7％であった。

88.9%

78.9%

43.2%

23.3%

46.5%

50.9%

7.0%

18.9%

7.8%

11.1%

11.9%

11.1%

14.1%

37.8%

69.0%

42.4%

37.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100～300人

30～99人

10～29人

1～9人

宮城県 計

全国 計

図２０ 中途採用状況（規模別）
採用募集をし、採用した 採用募集をしたが、採用せず 採用募集を行わなかった

14.7%

12.2%

6.1%

7.9%

11.6%

9.2%

5.4%

7.7%

1.0%

5.3%

5.5%

6.0%

32.6%

19.0%

21.2%

18.4%

24.0%

21.4%

23.4%

25.3%

23.2%

34.2%

24.9%

22.0%

15.2%

22.6%

36.4%

13.2%

22.0%

26.4%

8.7%

13.1%

12.1%

21.1%

12.0%

15.0%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

100～300人

30～99人

10～29人

1～9人

宮城県 計

全国

図２１ 中途採用者の年齢層（規模別、複数回答）

25歳未満 25～34歳 35～44歳 45～55歳 56～59歳 60歳以上
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８．人材の確保、育成、定着に関する事項

（１）採用に当たって望ましいと考える雇用形態（業種別、複数回答、図２２）

製造業、非製造業ともに「正社員（中途採用）」が最多

1 2 3 4

　製造業、非製造業ともに「正社員（中途採用）」が最多で、次いで「正社員（新規学卒
者）」、「パートタイマー」の順であった。

0.5%

0.5%

6.8%

15.7%

16.8%

46.1%

77.5%

0.8%

3.3%

6.5%

16.3%

29.3%

42.3%

65.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

その他

派遣社員

嘱託・契約社員

採用を考えていない

パートタイマー

正社員（新規学卒者）

正社員（中途採用）

図２２ 採用に当たって望ましいと考える雇用形態（業種別・複数回答）

製造業 非製造業
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（２）人材確保のために利用する募集・採用ルート（規模別・図２３）

すべての規模で「公共職業安定所（ハローワーク）からの紹介」が最多

人材確保のために利用する募集・採用ルートは、すべての規模で「公共職業安定所（ハロー
ワーク）からの紹介」が最多であり、次いで「就職情報サイトへの求人情報の掲載」の割合が
多くなっている。

16.7%

22.2%

38.9%

33.3%

55.6%

50.0%

16.7%

50.0%

61.1%

83.3%

2.8%

8.3%

26.4%

15.3%

22.2%

16.7%

25.0%

31.9%

54.2%

55.6%

88.9%

6.5%

8.4%

10.3%

8.4%

13.1%

4.7%

10.3%

20.6%

24.3%

36.4%

83.2%

5.7%

6.6%

5.7%

2.8%

8.5%

0.9%

27.4%

16.0%

19.8%

65.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

その他

就職情報誌や

地元新聞への掲載

人材サービス会社

（民間の職業紹介機関）

インターンシップの開催

地元高校や大学からの紹介

会社説明会の開催・参加

合同企業説明会への参加

縁故採用

自社ＨＰへの掲載

就職情報サイトへの

求人情報の掲載

公共職業安定所

（ハローワーク）からの紹介

図２３ 人材確保のために利用する募集・採用ルート

（規模別、複数回答）

1～9人 10～29人 30～99人 100～300人
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（３）従業員に教育訓練を行う際に習得してほしいと考える能力（規模別・図２４）

「職階に応じた知識・技能」、「業務上の資格取得」、「コミュニケーション能力」を重視

従業員に教育訓練を行う際に習得してほしいと考える能力は、「１～９人」の規模では、「業
務に従事するために必要な資格の取得」が最多で、それ以上の規模では「職階（初任者、中堅
社員、管理職）に応じた知識・技能」が最多であった。

5.6%

72.2%

66.7%

94.4%

4.2%

2.8%

12.7%

1.4%

4.2%

53.5%

67.6%

87.3%

2.8%

0.9%

13.8%

0.9%

9.2%

49.5%

67.9%

78.0%

2.7%

1.8%

10.8%

4.5%

9.0%

43.2%

69.4%

59.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

その他

語学力

新技術開発、新商品

開発、研究開発

アプリ・システム開発、

プログラミング

経理、財務

コミュニケーション能力

業務に従事するために

必要な資格の取得

職階（初任者、中堅社員、管理職）

に応じた知識・技能

図２４ 従業員に教育訓練を行う際に習得してほしいと考える能力

（規模別、複数回答）

1～9人 10～29人 30～99人 100～300人
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（４）人材定着のために行う取組（規模別・図２５）

「資格取得支援」、「若手の給与引き上げ」、「福利厚生の充実」を重視

人材定着のために行う取組は、「１～９人」及び「１０～２９人」規模では、「資格取得支
援」、「３０～９９人」及び「１００～３００人」規模では、「若手社員の給与水準の引き上
げ」が最多であった。

11.8%

35.3%

52.9%

47.1%

64.7%

70.6%

47.1%

8.7%

29.0%

49.3%

33.3%

52.2%

65.2%

59.4%

2.8%

4.7%

20.6%

28.0%

38.3%

44.9%

51.4%

61.7%

5.6%

2.8%

20.6%

14.0%

34.6%

43.9%

26.2%

46.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

その他

従業員へのキャリアパスの提示

社外の教育研修機会への派遣

定期的な人事評価・面談の実施

職場コミュニケーション

向上のための施策

ワーク・ライフ・バランス

（福利厚生）の充実

若手社員の給与水準の引き上げ

資格取得支援

図２５ 人材定着のために行う取組（規模別、複数回答）

1～9人 10～29人 30～99人 100～300人
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（５）直近３年度における新卒及び中途採用者の離職率（規模・業種別・図２６）

「１～９人」規模における離職率は55.7％と最多

直近３年度における入職者の離職率は、「１～９人」規模の事業所において55.7％と最多で
あり、業種別では非製造業35.8％が製造業30.6％を上回った。

33.2%

34.3%

30.6%

35.8%

55.7%

40.3%

27.5%

35.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

全国

宮城県

製造業

非製造業

1～9人

10～29人

30～99人

100～300人

図２６ 直近３年度における新卒及び中途採用者の離職率

（業種・規模別）
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（１）賃金改定実施状況（規模・業種別・図２７）

賃金を「引き上げた」割合が58.6％となり最多　

（２）賃金改定実施状況（業種別・図２４）

「引き上げた」は「機械器具」「金属・同製品」が多い
（２）賃金改定実施状況の推移（図２８）

賃金を「引き上げた」割合が３年連続の増加

1 2 3 4

９．賃金改定に関する事項

　賃金を「引き上げた」と回答した事業者は「30～99人」が最多で、69.4％であった。
　業種別では「引き上げた」と回答した事業所は「製造業」52.8％に対し、「非製造業」
62.2％と、「非製造業」の方が「引き上げた」割合が9.4ポイント高い。

　宮城県内では「引き上げた（７月以降引き上げを含む）」と回答した事業者は昨年から4.8
ポイント増加し71.7％となり、３年連続の増加となった。

62.2%

52.8%

61.1%

69.4%

65.5%

45.5%

58.6%

60.6%

11.7%

15.2%

22.2%

18.1%

13.6%

8.3%

13.1%

12.6%

0.5%

0.8%

0.9%

0.8%

0.6%

0.4%

0.5%

0.8%

1.7%

0.6%

0.5%

9.7%

9.6%

4.2%

5.5%

18.2%

9.7%

10.4%

15.3%

20.8%

16.7%

8.3%

14.5%

25.6%

17.4%

15.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

非製造業

製造業

100～300人

30～99人

10～29人

1～9人

宮城県 計

全国 計

図２７ 賃金改定実施状況（規模・業種別）

引き上げた ７月以降引き上げる予定 引き下げた ７月以降引き下げる予定 今年は実施しない（凍結） 未定

47.9%
37.8%

58.3%
66.9%

71.7%

1.0%

1.5%

0.9%

0.0%
0.6%

26.0%

22.5%

22.2%
13.9% 9.7%

25.0%
29.5%

18.7% 19.1% 17.4%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和5年度 令和6年度

図２８ 賃金改定実施状況の推移
引き上げた（７月以降引き上げ予定を含む） 引き下げた（７月以降引き下げ予定を含む） 今年は実施しない（凍結） 未定

19



（３）賃金改定の内容（規模別・図２９）

賃金引上げの内容は「定期昇給」が最多

（４）賃金改定の決定の際に重視した要素（図３０）

「労働力の確保・定着」及び「物価の動向」を重視

賃金を引上げたと回答した事業所を対象にその改定内容を調査したところ、全国、宮城
県ともに「定期昇給」により改定した事業所が50％を超え最多となった。

賃金の引上げを決定する要素として、「労働力の確保・定着」を重視していると回答し
た事業所が全国、宮城県ともに50％を超える結果となった。

2.3%

3.2%

6.8%

26.2%

12.7%

1.4%

12.7%

51.6%

57.0%

34.8%

41.6%

2.1%

1.4%

5.1%

24.7%

11.8%

3.8%

17.8%

48.4%

64.0%

36.6%

52.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

その他

重視した要素はない

燃料費の動向

賃上げムード

前年度の改定実績

親会社・関連会社の改定の動向

労使関係の安定

物価の動向

労働力の確保・定着

世間相場

企業の業績

図３０ 賃金改定の決定の際に重視した要素（複数回答）

全国 宮城県

13.7%

19.6%

33.8%

30.1%

53.4%

14.0%

16.5%

34.9%

31.2%

54.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

臨時給与(賞与等)の引上げ

諸手当の改定

基本給の引上げ(定期昇給制度のない事業所)

ベースアップ

定期昇給

図２９ 賃金改定の内容（複数回答）

全国 宮城県
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（５）平均所定内賃金（単純平均）と昇給額（規模別・図３１）

全国平均の昇給額は9,000円を超える

（６）平均所定内賃金（単純平均の推移・図３２）

全国と宮城県の平均所定内賃金格差減少

　賃金昇給額は、全国が9,954円、宮城県は8,839円となり、宮城県が全国平均を1,115円下
回った。従業員規模別では賃金昇給額は「100～300人」7,772円、「30～99人」6,722円、
「10～29人」10,373円、「1～9人」8,711円となった。

　宮城県の平均所定内賃金は、令和5年の254,094円から263,193円と前年度より9,099円増加
し、全国の平均所定内賃金は261,988円から268,619円と前年度より6,631円の増加となった。
全国平均と宮城県の格差は前年度の7,894円から5,426円へと減少した。

全国 宮城県計 1～9人 10～29人 30～99人 100～300人

改定前 258,665 254,354 243,184 259,354 260,490 249,437

改定後 268,619 263,193 251,895 269,727 267,212 257,209

昇給額 9,954 8,839 8,711 10,373 6,722 7,772

258,665

254,354

243,184

259,354
260,490

249,437

268,619

263,193

251,895

269,727 267,212

257,209

235,000

245,000

255,000

265,000

275,000

図３１ 平均所定内賃金（単純平均）と昇給額（規模別）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

宮城県 247,845 250,876 248,924 254,094 263,193

全国平均 255,847 255,960 259,219 261,988 268,619

差額 8,002 5,084 10,295 7,894 5,426

247,845
250,876

248,924

254,094

263,193

255,847 255,960
259,219

261,988

268,619

235,000

240,000

245,000

250,000

255,000

260,000

265,000

270,000

275,000

図３２ 平均所定内賃金（単純平均の推移）
（円）

（円）
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（１） 労働組合の有無（規模別　図３３）

全国、宮城県共に「ない」が９割超える

１０.労働組合に関する事項

　全国、宮城県共に「ない」が9割を超え、宮城県では「ない」が92.6％であった。
　従業員規模別では「ある」の回答は「100～300人」22.2％、「30～99人」15.3％、「10～
29人」7.2％、「1～9人」0.8％の順であり、規模が大きい事業所ほど組織率は高くなってい
る。

22.2%

15.3%

7.2%

0.8%

7.4%

7.1%

77.8%

84.7%

92.8%

99.2%

92.6%

92.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100～300人

30～99人

10～29人

1～9人

宮城県 計

全国 計

図３３ 労働組合の有無（規模別）

ある ない
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参考　地域別の平均昇給と格差

昇給額 昇給率 格  差 昇給額 昇給率 格  差

（円） （％） （％） （円） （％） （％）

北 海 道 10,908 4.11 109.6 滋 賀 11,083 4.00 111.3

青 森 9,508 4.06 95.5 京 都 9,646 3.61 96.9

岩 手 8,331 3.66 83.7 奈 良 10,840 4.06 108.9

宮 城 8,839 3.48 88.8 大 阪 11,229 3.78 112.8

秋 田 8,440 3.70 84.8 兵 庫 9,534 3.46 95.8

山 形 9,083 3.96 91.2 和 歌 山 9,848 3.61 98.9

福 島 7,644 3.17 76.8 鳥 取 7,870 3.34 79.1

茨 城 10,426 3.91 104.7 島 根 10,132 4.13 101.8

栃 木 7,266 2.93 73.0 岡 山 9,793 3.77 98.4

群 馬 9,108 3.39 91.5 広 島 9,727 3.66 97.7

埼 玉 13,896 4.69 139.6 山 口 8,422 3.30 84.6

千 葉 10,875 3.80 109.3 徳 島 9,642 3.99 96.9

東 京 11,156 3.69 112.1 香 川 10,276 3.98 103.2

神 奈 川 10,926 3.72 109.8 愛 媛 9,838 4.03 98.8

新 潟 8,999 3.63 90.4 高 知 10,064 4.24 101.1

長 野 8,508 3.30 85.5 福 岡 11,201 4.32 112.5

山 梨 10,761 4.01 108.1 佐 賀 10,570 4.60 106.2

静 岡 10,300 3.86 103.5 長 崎 10,332 4.31 103.8

愛 知 10,109 3.63 101.6 熊 本 10,312 4.31 103.6

岐 阜 9,989 3.70 100.4 大 分 9,753 4.04 98.0

三 重 10,447 3.81 105.0 宮 崎 10,632 4.25 106.8

富 山 8,618 3.35 86.6 鹿 児 島 10,970 4.45 110.2

石 川 9,848 3.80 98.9 沖 縄 12,016 5.26 120.7

福 井 10,203 3.81 102.5 全国平均 9,954 3.85 100.0

（注1）格差は全国の単純平均昇給率を１００とした場合
（注2）集計結果は単純平均による
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